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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第49期
第２四半期
連結累計期間

第50期
第２四半期
連結累計期間

第49期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （千円） 10,586,966 10,749,164 21,554,874

経常利益 （千円） 486,686 309,264 1,133,245

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 338,821 104,256 654,340

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 540,337 123,222 1,057,391

純資産額 （千円） 6,792,475 7,032,411 7,321,305

総資産額 （千円） 9,853,932 10,650,613 10,552,287

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 31.20 9.54 60.13

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 30.95 9.43 59.51

自己資本比率 （％） 68.5 65.6 69.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 624,695 80,830 1,185,865

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △193,626 △104,651 △137,883

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △672,354 △20,730 △801,959

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 1,884,902 2,362,893 2,391,228

 

回次
第49期
第２四半期
連結会計期間

第50期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日

自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 8.38 6.31

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．純資産額には、株式給付信託（ＢＢＴ）および株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）制度に係る信託財産として資

産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式が自己株式として計上されております。

４．当社は、平成29年１月１日付で株式１株につき1.5株の株式分割を行っております。そのため、前連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額および潜在株式調整

後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日～平成29年９月30日）における当社グループの業績は、ソフトウ

エア開発事業の売上は減少したものの、主要事業のシステム運営管理事業において売上が増加したため、売上高は、

107億49百万円（前年同期比1.5％増）となりました。

収益面におきましては、売上高は増加したものの、ソフトウエア開発における２件の不採算プロジェクトによる

売上原価の増加（２件のうち１件は８月に終了し、残りの１件も平成30年１月に終了予定です）、セキュリティ事業

における「Seceon OTM（注）」の積極的な営業展開をはじめとする広告宣伝費の増加により、営業利益は２億94百万

円（同40.7％減）、経常利益は３億９百万円（同36.5％減）となりました。また、前期に実施した退職給付制度変更

にともなう退職給付債務減少により計上した特別利益２億39百万円の反動減、および特別損失（投資有価証券評価

損）の計上により、親会社株主に帰属する四半期純利益は１億４百万円（同69.2％減）となりました。

 

（注）：「Seceon OTM」は、平成29年１月に独占販売契約を締結しましたSeceon Inc.（米国）のサイバーセキュリティ製品であり、AI・

機械学習を活用した最先端セキュリティソリューションです。

 

なお、当社グループの当第２四半期連結累計期間におけるセグメント別の売上実績は以下のとおりであります。

 

① システム運営管理

既存の金融系運営管理業務は、一部縮小があったものの、引き続き売上が増加しました。また、プラットフォー

ム開発業務（注）については、運輸系の売上が減少したものの、金融系の売上は引き続き増加したため、売上高は

62億94百万円（同6.2％増）となりました。

 

② ソフトウエア開発

大型プロジェクトの受注により、運輸系ソフトウエア開発の売上が大幅に増加しました。その一方で、金融系ソ

フトウエア開発が大きく減少し、売上高は39億94百万円（同6.5％減）となりました。

 

③ その他

セキュリティ製品販売の売上が増加し、コンサルティングの売上や海外現地法人の売上も増加したため、売上高

は４億60百万円（同19.7％増）となりました。

 

（注）：プラットフォーム開発業務とは、ハードウエア、ＯＳ、ミドルウエアの機能を最適な手段で活用し、低コストかつ信頼性の高い

システム稼働環境を設計・構築するサービスです。

 

《経営施策の取り組み状況》

当社グループは、平成28年４月に策定した中期経営計画『I-vision 50』(平成29年３月期～平成31年３月期）の

もと、「より高い品質のサービスをより早くお客さまに」という考え方のもと、平成31年３月期における売上高

240億円、営業利益16.8億円達成に向けて、施策に取り組んでおります。この『I-vision 50』を支えるものとし

て、働き方改革を念頭に「徹底した業務プロセスの改革（ＢＰＲ）」「新たな成長分野の構築」「グループのガバ

ナンス強化」の３つを基本方針と定め、次の７つを重点施策として位置づけ、取り組んでいます。①働き方改革、

②構造改革、③新技術の利活用推進、④ダイバーシティの推進、⑤グローバルの推進、⑥連結経営のガバナンス強

化、⑦ＢＯＯ戦略の推進。社員やパートナーのさらなる成長を促すことにより、これら７つの重点施策への取り組

みを推進し、向上した収益を賃金水準の向上に繋げることで、より高い業績目標へチャレンジする好循環を生み出

し、社員以外のステークホルダーに対しても、公正な利益還元を可能とする環境を整えます。
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なお、今期における取り組み状況は以下のとおりであります。

 

注：下記の〔〕内は、該当の重点施策の番号と対応いたします。

 

①働き方改革

ＩＴ技術者の需要の高まりにともない、業界全体で技術者不足が深刻化しています。そのような状況のなか、優

秀な人財（注）を確保するためには、労働環境の改善が不可欠です。労働環境の改善、および生産性向上のため、

ワークライフバランスを重視し、魅力ある職場づくりを通じた「働き方改革」に全社をあげて取り組んでおりま

す。

・スーパーフレックスタイム制度の導入〔①〕

・有給休暇取得率目標対比 50％達成（年間目標有給休暇取得率：70％）〔①〕

 

（注）：当社は、社員が会社の重要な財産の１つであるとの考えから、「人材」を「人財」と表記しています。

 

②構造改革

過去の慣習にとらわれず仕事のやり方を抜本的に変革し、新たな業務プロセスの創造を進めます。また権限委

譲、ＩＴシステム化を進めることで、組織全体の生産性向上を図ります。

・決定・決裁権限基準の見直し〔②〕

・全社公募での業務改革・改善活動の実施〔①,②〕

・時間外労働削減（前年同期比13.2％減）〔①,②〕

 

③新技術の利活用推進

既存サービスの競争力強化、生産性および品質向上のため、新技術の取り込みを積極的に進めております。

・ＡＩ・機械学習を活用した最先端セキュリティソリューション「Seceon（セキオン）OTM」販売開始〔③,⑤〕

・「Seceon OTM」、Interop Tokyo 2017の「Best of Show Award」ファイナリスト（ＡＩ部門）選出〔③,⑤〕

・Seceon Inc.に対する連携および開発力強化、事業拡大を目的とした投資の実施〔③,⑤〕

 

④ダイバーシティの推進

グローバル戦略を確実に推進していくための人財育成、および人財の多様化を通じて、変化し続けるビジネス環

境への対応力強化や組織の活性化を図っております。

・女性管理職比率 14.1％〔④〕

・社員に占める外国籍社員の割合 10.8％〔④,⑤〕
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⑤グローバルの推進

日本企業の海外展開への対応、およびグローバル競争力強化のため、積極的に海外展開を進めております。より

高い品質の商品やサービスを海外に向けて打ち出し、８つの海外拠点（下図、グローバル展開参照）を通じて24時

間365日体制でのサポートを提供いたします。

・アジア・オセアニア統括本部の創設〔⑤,⑥〕

 

⑥連結経営のガバナンス強化

国内外あわせて11拠点間（下図、グローバル展開参照）との密なコミュニケーションにより、それぞれのソ

リューションを結集し、企業価値最大化を図っております。各拠点が持つ人財やノウハウ、営業状況などを含め

た、経営情報をスピーディに把握し、グループ全体でお客さまの課題解決に努めます。

・株式会社テラコーポレーションの吸収合併〔⑥〕

 

 

⑦ＢＯＯ戦略の推進

当社グループの事業内容は、システム運営管理、ソフトウエア開発、サイバーセキュリティ、コンサルティング

と多岐にわたります。

ＢＯＯ戦略とは、ひとつのお客さまに対して幅広いサービスをご提供することであり、当社グループのさまざま

なサービスを日本国内のみならず、海外でもご提供させていただけるよう推進してまいります。

 

(2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第２四半期連結会計期間末の資産の部は、売上債権の増加１億16百万円、有形固定資産の減少１億円および

投資有価証券の増加41百万円などにより、前連結会計年度末の105億52百万円から98百万円増加し106億50百万円

となりました。

（負債の部）

当第２四半期連結会計期間末の負債の部は、有利子負債の増加３億97百万円、未払法人税等の減少１億33百万

円および賞与引当金の増加１億１百万円などにより、前連結会計年度末の32億30百万円から３億87百万円増加し

36億18百万円となりました。

（純資産の部）

当第２四半期連結会計期間末の純資産の部は、親会社株主に帰属する四半期純利益１億４百万円および配当金

の支払による減少４億20百万円などにより、前連結会計年度末の73億21百万円から２億88百万円減少し70億32百

万円となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前年同四半期連

結会計期間末に比べ４億77百万円増加し、23億62百万円（前年同期比25.4％増）となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は80百万円（前年同期比87.1％減）となりました。

これは主に、税金等調整前四半期純利益２億48百万円、賞与引当金の増加１億円、売上債権の増加１億56百万

円、未払費用の増加１億35百万円および法人税等の支払額２億76百万円などによるものであります。（投資活動

によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は１億４百万円（前年同期比46.0％減）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出45百万円、有形固定資産の売却による収入50百万円および投資有

価証券の取得による支出94百万円などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は20百万円（前年同期比96.9％減）となりました。

これは主に、短期借入金の純増加額４億円および配当金の支払額４億18百万円（非支配株主への配当金の支払

額を含む）などによるものであります。

 

(4) 事業上および財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更ならび

に新たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6) 資本の財源および資金の流動性についての分析

当社グループの主な資本の財源は、内部資金および金融機関からの借入であります。当第２四半期連結会計期間

末現在、短期借入金の残高は７億80百万円であります。

なお、当社は、資金調達の機動性と効率性を高めるため取引銀行５行と融資枠設定金額10億円の貸出コミットメ

ントライン契約を締結しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,044,302 12,044,302
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は100株

であります。

計 12,044,302 12,044,302 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成29年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の

　　　行使により発行された株式数は含まれておりません。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年４月１日～

平成29年９月30日
－ 12,044,302 － 592,344 － 543,293
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（６）【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社エイ・ケイ 東京都渋谷区神宮前３-33-２ 1,243 10.32

株式会社みずほトラストシステム

ズ
東京都調布市国領町８－２－15 1,023 8.50

ＩＤ従業員持株会 東京都千代田区五番町12－１　番町会館 738 6.13

資産管理サービス信託銀行株式会

社（信託Ｅ口)

東京都中央区晴海１－８－12　晴海アイ

ランド　トリトンスクエア　オフィスタ

ワーZ棟

428 3.55

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 422 3.51

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１-８-11 393 3.26

有限会社福田商事 富山県小矢部市上野本52-７ 300 2.49

ＴＤＣソフトウェアエンジニアリ

ング株式会社
東京都渋谷区代々木３－22－７ 284 2.35

舩越　朱美 東京都渋谷区 198 1.64

丸林　香織 東京都世田谷区 179 1.49

計 － 5,212 43.28

　（注）１．上記のほか当社所有の自己株式668千株（5.54％）があります。

　　　２．資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）の所有株式428千株は、株式給付信託(ＢＢＴ)および株式

給付信託(Ｊ―ＥＳＯＰ)制度導入に伴う当社株式であります。なお、当該株式は、連結財務諸表および財務諸

表においては、自己株式として処理しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式      668,200
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式   11,279,200 112,792 －

単元未満株式 普通株式       96,902 － －

発行済株式総数            12,044,302 － －

総株主の議決権 － 112,792 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権10個）

含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託(ＢＢＴ)及び株式給付信託(Ｊ―ＥＳＯＰ)

が所有する当社株式428,000株(議決権の数4,280個)が含まれております。

３．「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が69株、当社所有の自己保有株式が72

株、株式給付信託(ＢＢＴ)及び株式給付信託(Ｊ―ＥＳＯＰ)が所有する当社株式が19株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

株式会社インフォメー

ション・ディベロプメン

ト

東京都千代田区五番町12

－１
668,200 ― 668,200 5.54

計 － 668,200 ― 668,200 5.54

　　（注）自己名義所有株式数には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」および「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」導入に

おいて設定した、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式428,000株は含まれ

ておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、三優監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,491,228 2,513,820

受取手形及び売掛金 3,874,257 ※２ 3,990,804

仕掛品 48,987 52,333

その他 487,114 534,019

貸倒引当金 △64 △64

流動資産合計 6,901,521 7,090,913

固定資産   

有形固定資産 1,932,805 1,832,016

無形固定資産   

のれん 57,816 50,713

ソフトウエア 93,870 86,265

その他 760 1,247

無形固定資産合計 152,447 138,226

投資その他の資産   

投資有価証券 1,118,795 1,160,476

その他 510,316 436,479

貸倒引当金 △63,600 △7,500

投資その他の資産合計 1,565,511 1,589,455

固定資産合計 3,650,765 3,559,699

資産合計 10,552,287 10,650,613

負債の部   

流動負債   

買掛金 722,429 686,617

短期借入金 380,000 ※１ 780,000

未払法人税等 352,877 219,655

賞与引当金 615,998 717,124

役員賞与引当金 15,165 12,000

受注損失引当金 31,625 24,994

その他 771,915 854,970

流動負債合計 2,890,012 3,295,362

固定負債   

役員退職慰労引当金 4,780 6,292

退職給付に係る負債 47,458 26,897

その他 288,730 289,648

固定負債合計 340,969 322,839

負債合計 3,230,981 3,618,201

純資産の部   

株主資本   

資本金 592,344 592,344

資本剰余金 568,829 568,774

利益剰余金 6,173,153 5,856,533

自己株式 △533,302 △523,366

株主資本合計 6,801,025 6,494,286

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 358,560 356,208

為替換算調整勘定 121,757 136,371

その他の包括利益累計額合計 480,317 492,579

新株予約権 13,953 13,838

非支配株主持分 26,009 31,707

純資産合計 7,321,305 7,032,411

負債純資産合計 10,552,287 10,650,613
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 10,586,966 10,749,164

売上原価 8,644,668 8,908,527

売上総利益 1,942,297 1,840,636

販売費及び一般管理費 ※１ 1,444,675 ※１ 1,545,688

営業利益 497,622 294,948

営業外収益   

受取利息 4,325 1,614

受取配当金 11,762 16,316

その他 16,272 15,153

営業外収益合計 32,361 33,084

営業外費用   

支払利息 3,124 2,086

コミットメントライン手数料 16,553 16,622

為替差損 23,576 －

その他 43 59

営業外費用合計 43,297 18,768

経常利益 486,686 309,264

特別利益   

固定資産売却益 5 －

退職給付制度終了益 239,063 －

段階取得に係る差益 5,159 －

特別利益合計 244,228 －

特別損失   

固定資産売却損 25 95

固定資産除却損 412 2,947

投資有価証券売却損 178 －

投資有価証券評価損 － 48,643

減損損失 ※２ 147,772 9,233

特別損失合計 148,388 60,920

税金等調整前四半期純利益 582,525 248,344

法人税、住民税及び事業税 210,776 171,672

法人税等調整額 29,566 △34,136

法人税等合計 240,343 137,535

四半期純利益 342,182 110,809

非支配株主に帰属する四半期純利益 3,361 6,552

親会社株主に帰属する四半期純利益 338,821 104,256
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

四半期純利益 342,182 110,809

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 16,958 △2,201

為替換算調整勘定 △96,401 14,614

退職給付に係る調整額 277,597 －

その他の包括利益合計 198,154 12,412

四半期包括利益 540,337 123,222

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 536,736 116,519

非支配株主に係る四半期包括利益 3,600 6,702
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 582,525 248,344

減価償却費 102,051 99,272

減損損失 147,772 9,233

のれん償却額 38,590 7,156

固定資産除却損 412 2,947

固定資産売却損益（△は益） 19 95

投資有価証券評価損益（△は益） － 48,643

投資有価証券売却損益（△は益） 178 －

段階取得に係る差損益（△は益） △5,159 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 150,064 100,663

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5,225 △3,165

貸倒引当金の増減額（△は減少） △150 △55,710

受注損失引当金の増減額（△は減少） △28,423 △6,631

退職給付に係る資産・負債の増減額 △269,919 15,594

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △41,151 1,512

受取利息及び受取配当金 △16,088 △17,930

支払利息 3,124 2,086

為替差損益（△は益） △23,576 △5,153

売上債権の増減額（△は増加） 279,753 △156,169

たな卸資産の増減額（△は増加） △46,837 △3,379

仕入債務の増減額（△は減少） △33,030 △31,752

未払金の増減額（△は減少） △48,713 △25,674

未払費用の増減額（△は減少） 40,672 135,464

未払消費税等の増減額（△は減少） △14,644 35,036

その他の流動資産の増減額（△は増加） △12,418 △32,196

その他の流動負債の増減額（△は減少） 18,050 △28,175

その他の固定資産の増減額（△は増加） △11,425 △27,576

その他の固定負債の増減額（△は減少） 10,872 16,769

その他 11,469 11,365

小計 828,795 340,671

利息及び配当金の受取額 13,627 18,585

利息の支払額 △2,847 △2,038

法人税等の支払額 △214,879 △276,387

営業活動によるキャッシュ・フロー 624,695 80,830

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △3 －

定期預金の払戻による収入 19,035 －

有形固定資産の取得による支出 △106,051 △45,626

有形固定資産の売却による収入 6 50,210

無形固定資産の取得による支出 △8,000 △11,419

投資有価証券の取得による支出 △1,238 △94,112

投資有価証券の売却による収入 1,042 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△92,011 －

貸付けによる支出 △680 △1,040

貸付金の回収による収入 1,866 1,812

その他 △7,591 △4,475

投資活動によるキャッシュ・フロー △193,626 △104,651
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  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △380,000 400,000

長期借入金の返済による支出 △30,000 －

自己株式の取得による支出 △241 △711

自己株式の売却による収入 3,015 547

配当金の支払額 △262,354 △417,458

非支配株主への配当金の支払額 △670 △1,005

その他 △2,103 △2,103

財務活動によるキャッシュ・フロー △672,354 △20,730

現金及び現金同等物に係る換算差額 △41,177 16,218

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △282,462 △28,334

現金及び現金同等物の期首残高 2,167,365 2,391,228

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,884,902 ※ 2,362,893
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【注記事項】

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、当社の取締

役および執行役員（以下、「取締役等」といいます。）を対象にした業績連動型株式報酬制度「株式給付信

託（ＢＢＴ）」を、株価および業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、当社の従業員

を対象にした業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」を導入しております。

(1）取引の概要

役員向け株式給付信託については、平成27年４月30日開催の取締役会において役員報酬として決議さ

れ、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、当社の取締役等に対して、当

社が定める役員株式給付規程に従って、業績達成度等に応じて当社株式が信託を通じて給付される業績

連動型の株式報酬制度です。なお、当社の取締役等が当社株式の給付を受ける時期は、原則として取締

役等の退任時となります。

また、株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）については、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、当社の

従業員が一定の条件を満たした場合に当該従業員に対し当社株式を給付する仕組みです。

当社は、従業員の勤続年数や昇格に応じてポイントを付与し、従業員に付与ポイントに相当する当社

株式を給付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め

取得し、信託財産として分別管理するものとします。

(2）信託が保有する自社の株式に関する事項

当第２四半期連結会計期間末において、株式給付信託（ＢＢＴ）および株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯ

Ｐ）が保有する当社株式は、四半期連結貸借対照表の純資産の部に自己株式として表示しており、帳簿

価額は前連結会計年度213,260千円、当第２四半期連結会計期間203,330千円、株式数は前連結会計年度

453,219株、当第２四半期連結会計期間428,019株であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　当社は、資金調達の機動性と効率性を高めるため取引銀行５行と貸出コミットメントライン契約を締結し

ております。

　この契約に基づく借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

貸出コミットメントラインの総額 1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 － 400,000

差引額 1,000,000 600,000

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形 －千円 2,200千円
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用および金額は次のとおりです。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
　　至 平成28年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
　　至 平成29年９月30日）

給与・賞与 541,491千円 584,081千円

賞与引当金繰入額 83,499 94,716

役員賞与引当金繰入額 12,000 12,000

退職給付費用 20,421 57,295

役員退職慰労引当金繰入額 934 1,512

 

※２　減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

場所 用途 種類 金額

東京都三鷹市 全社資産 土地、建物及び構築物等 147,772千円

資産のグルーピングについては、主に内部管理上の区分に基づいています。

前連結会計年度において、売却予定資産につきまして、売却先を決定したことに伴い、帳簿価額を正

味売却価額まで減額し、当該減少額を減損損失（147,772千円）として特別損失に計上しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 

前第２四半期連結累計期間

（自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 1,996,921千円 2,513,820千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △112,019 △100,000

株式給付信託（ＢＢＴ）および

株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）別段預金
－ △50,926

現金及び現金同等物 1,884,902 2,362,893

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 264,896 35 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

（注）配当金の総額は、株式給付信託（ＢＢＴ）および株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）制度に係る信託財産として資産

管理サービス信託銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金11,819千円を含めて記載しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 420,877 37 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金

（注）配当金の総額は、株式給付信託（ＢＢＴ）および株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）制度に係る信託財産として資産

管理サービス信託銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金16,769千円を含めて記載しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注１）

調整額

（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

 
システム

運営管理

ソフトウエア

開発
計

売上高       

(1)外部顧客への売上高 5,928,376 4,273,633 10,202,010 384,955 － 10,586,966

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
20,203 4,007 24,210 50,870 △75,081 －

計 5,948,579 4,277,641 10,226,220 435,826 △75,081 10,586,966

セグメント利益 806,375 720,599 1,526,974 7,571 △1,036,924 497,622

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、データ入力事業、セキュリティ

事業、コンサルティング事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△1,036,924千円には、セグメント間取引消去△39,005千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△997,918千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

セグメントに帰属しない全社資産において、売却することとなった固定資産について帳簿価額を正味

売却価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

なお、当該減損損失の計上額は、前第２四半期連結累計期間においては147,772千円であります。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注１）

調整額

（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

 
システム

運営管理

ソフトウエア

開発
計

売上高       

(1)外部顧客への売上高 6,294,073 3,994,128 10,288,202 460,962 － 10,749,164

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
18,270 6,573 24,843 33,233 △58,077 －

計 6,312,343 4,000,701 10,313,045 494,196 △58,077 10,749,164

セグメント利益 988,453 364,959 1,353,412 2,206 △1,060,670 294,948

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、データ入力事業、セキュリティ

事業、コンサルティング事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△1,060,670千円には、セグメント間取引消去△42,808千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△1,017,862千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額および算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 31円20銭 9円54銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
338,821 104,256

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
338,821 104,256

普通株式の期中平均株式数（株） 10,860,558 10,926,933

（２）潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額
30円95銭 9円43銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 88,447 130,180

（うち新株予約権方式による

ストックオプション）
（88,447） （130,180）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益の算定に含

めなかった潜在株式で、前連結会計年度

末から重要な変動があったものの概要

－ －

（注）１．当社は、平成29年１月１日付で普通株式１株につき1.5株の株式分割を行っております。そのため、前連結

会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額を算定しております。

２．１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定するための普通株式

の期中平均株式数については、株式給付信託（ＢＢＴ）および株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）制度に係る信

託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式数を控除しております。

当該信託口が保有する当社株式の期中平均株式数は、前第２四半期連結累計期間496,684株、当第２四半期

連結累計期間448,794株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成29年11月９日

株式会社 インフォメーション・ディベロプメント

取締役会　御中

 

三 優 監 査 法 人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山　　本　　公　　太　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 熊　　谷　　康　　司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イン
フォメーション・ディベロプメントの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間（平成29年７月１日から平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結
財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社インフォメーション・ディベロプメント及び連結子会社の平

成29年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

 
(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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